
予算の規模 P 2

繰越明許費補正説明書 P 3

債務負担行為補正説明書 P 5

地方債補正説明書 P 8

主要歳出説明書 P 9

令和７年度

一般会計補正予算概要書

（第８号）

別冊４

-1-



（単位：千円）

《財源内訳》 （単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

528,092 △ 129,738 1,009 △ 263,800 △ 8,353 928,974

補正額
財 源 内 訳

補正予算の規模

補正前予算額 補 正 額 補正後予算額

28,713,032 528,092 29,241,124
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目 名 事 業 名 予算額 繰越額 繰越理由

2-1-3 会計管理費 ＡＩ－ＯＣＲ標準システム対応事業 32,917 6,708
地方公共団体情報システムの標準化の稼働

時期が変更となったため

2-1-7 企画費 関係人口創出事業 4,442 2,221

国の地方創生推進交付金（地域未来交付

金）が令和８年度事業に対して令和７年度

中に交付決定されるため

2-1-11 情報化推進費 自治体システム標準化事業 330,930 104,206
地方公共団体情報システムの標準化の稼働

時期が変更となったため

2-3-1 戸籍住民基本台帳費 戸籍情報システム等改修事業 15,685 7,149
国の補正予算を活用する事業で、年度内に

必要な期間を確保できないため

3-1-2 障害者福祉費 障がい者施設等物価高騰対策緊急支援事業 3,699 3,699
国の補正予算を活用する事業で、年度内に

必要な期間を確保できないため

3-2-4 介護保険事業費 高齢者施設等物価高騰対策緊急支援事業 10,803 10,803
国の補正予算を活用する事業で、年度内に

必要な期間を確保できないため

3-3-1 児童福祉総務費 子育て関連施設物価高騰対策緊急支援事業 965 965
国の補正予算を活用する事業で、年度内に

必要な期間を確保できないため

3-3-1 児童福祉総務費 物価高対応子育て応援手当支給事業 78,339 6,049
国の補正予算を活用する事業で、年度内に

必要な期間を確保できないため

4-1-3 環境衛生費 小規模集落等水源整備支援事業 51,800 6,600 試掘調査に不測の日数を要したため

繰越明許費補正説明書
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目 名 事 業 名 予算額 繰越額 繰越理由

繰越明許費補正説明書

6-1-8 道の駅等管理費 道の駅原尻の滝観光拠点再整備事業 9,790 9,790
公募型プロポーザル審査会の手続に不測の

日数を要したため

6-3-1 農地費 市営土地改良事業 54,000 24,743 関係者との協議に不測の日数を要したため

6-3-2 地籍調査費 地籍調査事業 340,758 261,008

国の補正予算により実施計画を前倒しで実

施するため、年度内に必要な期間を確保で

きないため

7-1-2 商工振興費 関係人口交流拠点施設指定管理委託事業 63,800 31,800

国の地方創生推進交付金（地域未来交付

金）が令和８年度事業に対して令和７年度

中に交付決定されるため

8-4-1 都市計画総務費 都市再生整備事業 12,597 8,550 関係者との協議に不測の日数を要したため

11-1-1 農業用施設災害復旧費 農業用施設災害復旧事業 205,036 84,200 資材等の調達の遅延のため

11-2-1 道路橋梁河川災害復旧費 道路橋梁河川災害復旧事業（補助災害） 45,000 44,120 関係者との協議に不測の日数を要したため
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目 名 事業名・業務名 期 間 限度額 追加理由

1-1-1 議会費 インターネット議会配信業務   令和7年度～令和8年度 1,800 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

2-1-4 財産管理費 財産維持管理委託業務   令和7年度～令和8年度 3,700 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

2-1-4 財産管理費
ふるさと納税委託業務

（返礼品配送業務を除く）
  令和7年度～令和8年度

ふるさと応援

寄附金事業に

伴い事業者へ

支払う額

令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

2-1-7 企画費
サイクリングハブ施設管理委託業

務
  令和7年度～令和8年度 5,000 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

2-1-7 企画費
コミュニティバス運行管理委託業

務
  令和7年度～令和8年度 95,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

2-1-11 情報化推進費 行政クラウドサービス活用業務   令和7年度～令和8年度 214,200 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

2-1-11 情報化推進費
情報ネットワーク機器

・システム保守管理業務
  令和7年度～令和8年度 18,000 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-1-1 社会福祉総務費 重層的支援体制整備事業委託業務   令和7年度～令和8年度 11,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-1-1

3-4-1

社会福祉総務費

生活保護総務費
生活困窮者・被保護者支援業務   令和7年度～令和8年度 18,600 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

債務負担行為補正説明書
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目 名 事業名・業務名 期 間 限度額 追加理由

債務負担行為補正説明書

3-1-2 障害者福祉費 地域生活支援業務   令和7年度～令和8年度 78,200 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-1-2

3-2-2

障害者福祉費

在宅老人福祉費
配食サービス委託業務 令和7年度～令和8年度 26,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-2-1 老人福祉総務費
介護予防ケアマネジメントＩＣＴ

推進事業委託業務
  令和7年度～令和8年度 4,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-2-1 老人福祉総務費 成年後見支援センター委託業務   令和7年度～令和8年度 9,100 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-2-1 老人福祉総務費
基幹型介護予防サポーター事業委

託業務
  令和7年度～令和8年度 600 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-2-1 老人福祉総務費
生活支援コーディネーター委託業

務
  令和7年度～令和8年度 11,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-2-2 在宅老人福祉費 在宅高齢者福祉事業委託業務   令和7年度～令和8年度 2,600 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-3-1

3-3-4

3-3-5

児童福祉総務費

児童館費

認定こども園費

児童福祉委託業務   令和7年度～令和8年度 98,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-3-1 児童福祉総務費 放課後児童健全育成事業委託業務   令和7年度～令和8年度 151,100 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

3-4-1 生活保護総務費 生活保護システム利用業務   令和7年度～令和8年度 7,300 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目 名 事業名・業務名 期 間 限度額 追加理由

債務負担行為補正説明書

4-1-1 保健衛生総務費 母子保健委託業務   令和7年度～令和8年度 3,500 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

4-2-3 清掃センター費 環境衛生施設管理業務   令和7年度～令和8年度 900 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

7-1-3 観光費 観光振興事業委託業務   令和7年度～令和8年度 14,000 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

7-1-3 観光費
スポーツツーリズム誘致促進事業

委託業務
  令和7年度～令和8年度 6,000 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

9-1-1 常備消防費
おおいた消防指令センターシステ

ム保守委託業務（個別整備分）
  令和7年度～令和8年度 14,100 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

9-1-4 災害対策費 防災無線保守管理業務   令和7年度～令和8年度 7,400 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

10-1-3 教育振興費 スクールバス運行委託業務   令和7年度～令和8年度 57,600 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

10-1-3 教育振興費
学校ネットワーク機器・システム

保守業務
  令和7年度～令和8年度 15,000 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため

10-1-3 教育振興費 学校教育用ソフトウェア使用業務   令和7年度～令和8年度 12,500 令和8年度当初からの執行に必要な準備を行うため
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【変更】 （単位：千円）

款項目 目 名 起債の目的 変更理由

変更前 171,500

変更後 176,600

変更前 15,200

変更後 11,000

変更前 86,500

変更後 107,000

変更前 24,700

変更後 42,900

変更前 18,100

変更後 37,100

変更前 124,000

変更後 69,400

変更前 354,800

変更後 248,200

変更前 199,500

変更後 128,700

【廃止】 （単位：千円）

変更前 76,900

変更後 0

変更前 13,500

変更後 0

地方債補正説明書

限度額

4-2-3 清掃センター費 新環境センター整備事業 物価スライド条項の適用により負担金が増額したため

11-1-2 林業用施設災害復旧費 現年発生林道災害復旧事業 災害の発生がなかったため

6-3-1 農地費 集落愛護事業 事業費が減額になったため

6-3-1 農地費 県営農業水利施設保全合理化事業負担金 国の補正予算に伴い、事業規模が増大したため

6-3-1 農地費 県営ため池等整備事業負担金 国の補正予算に伴い、事業規模が増大したため

6-3-1 農地費 県営経営体育成基盤整備事業負担金 国の補正予算に伴い、事業規模が増大したため

8-2-3 道路新設改良費 市道改良事業 事業費が減額になったため

8-2-2 道路維持費 市道補修事業 事業費が減額になったため

10-6-2 体育施設費 多機能型武道場整備事業 事業費が減額になったため

8-5-2 住宅建設費 公営住宅建設事業 一般財源で対応するため
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

(補足）
減債は償還分として追加交付
公共基金は予算余剰分

補正額 計

補
正
理
由

特
定
財
源

県 地方債 その他 一般財源

343,059 450,922107,863 343,059

補
正
内
容

令和7年度普通交付税の追加交付に伴う、減債基金への積立て
今後の財政収支の見通しに基づく、公共施設整備基金への積立て

国

□減債基金積立金 　　　　 　 43,059千円
□公共施設整備基金積立金　　300,000千円

補正前

所管課

2 1 2 財政管理費 財政管理事業 財政課

款 項 目 目名 事業名

細事業名 基金運営管理事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 17
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

国の通知により、地方創生推進交付金を活用した令和8年度実施予定の継続事業について、令和7年度に
前倒しして交付されることとなったため

(補足）

国から地域未来交付金の財源の配分方針が示され、継続事業については原則年度内交付決定となり、こ
のことからR7予算化が必要となった。（国が暫定予算となる見込みであることや、R7の本交付金の執行
率が低いことが理由のようである）※原尻の滝の工事はR8予算で国に要望中（認められなければ3月補正
に追加上程する･･･この場合起債が打てないが）

補正前 補正額 計

追加 補正予算書ページ 17

2 1 7 企画費 関係人口創出事業 まちづくり推進課

細事業名 関係人口創出事業

款 項 目 目名 事業名 所管課

特
定
財
源

15-2-1｢地方創生推進交付金｣　781千円（11,087千円のうち）

補正区分

1,440 6,1753,954

国 県 地方債 その他 一般財源

補
正
理
由

補
正
内
容

2,221 781

□関係人口ネットワークシステム保守管理委託料　　1,221千円
□関係人口等構築補助金　　　　　　　　　　　　　1,000千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

所管課

2 1 11 情報化推進費 行政事務情報化推進事業 総務課

款 項 目 目名 事業名

計
国 県 地方債 その他 一般財源

細事業名 基幹電算事務事業 補正区分 減額 補正予算書ページ 17

補正前 補正額

補
正
内
容

□自治体DX対応業務委託料　　△39,258千円
　･標準化システム対応業務
　･窓口キャッシュレス構築

□ガバメントクラウド利用料　△83,939千円

484,903608,100 △ 123,197 △ 123,197

補
正
理
由

事業費の確定による減額
地方公共団体情報システムの標準化の導入延期に伴い、利用期間が短縮したため

(補足）
①標準化システム対応業務、窓口キャッシュレス構築業務の事業費確定に伴うもの
②標準化システム導入延期に伴うもの

特
定
財
源

15-2-1｢デジタル基盤改革支援補助金｣　△112,353千円（△105,968千円のうち）
15-2-1｢新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）｣　△10,844千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

997 70,192

款 項 目 目名 事業名 所管課

その他 一般財源国 県 地方債

追加 補正予算書ページ 18

補正前 補正額

補
正
理
由

戸籍附票に旧氏及び旧氏振り仮名を記載するために必要なシステム改修を行うため

(補足）
・令和9年度第一四半期予定の戸籍附票への旧氏および旧氏振り仮名記載への対応
[住基・コンビニ・附票]
国の補正予算のため令和7年度中の予算計上、令和8年度へ全額繰越

補
正
内
容

□住民基本台帳システム改修委託料　3,783千円
□戸籍情報システム改修業務委託料　1,848千円

特
定
財
源

15-2-1｢社会保障・税番号制度システム整備費補助金｣　4,634千円

2 3 1 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳事業 市民生活課

細事業名 戸籍、住民基本台帳等管理事業 補正区分

計

5,631 4,63464,561
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
内
容

□障害福祉サービス費　71,700千円

特
定
財
源

15-1-1｢障害者自立支援給付費負担金｣　35,850千円
16-1-1｢障害者自立支援給付費負担金｣　17,925千円

1,608,508 71,700 35,850 17,925 17,925 1,680,208

障害福祉サービス事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 18

補
正
理
由

障害福祉サービスの利用者数及び事業所数が増加したため

(補足）
障害者サービスについては、就労継続支援の利用者数の増、障がい児サービスについては放課後等デイ
サービスを利用する児童の増加に伴うもの。

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目

障害福祉サービス事業 社会福祉課

細事業名

目名 事業名 所管課

3 1 2 障害者福祉費
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
内
容

□社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金　　3,699千円
　・対象施設　障がい者施設等
　・実施主体　県

特
定
財
源

15-2-1｢物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金｣　2,500千円（10,500千円のうち）

0 3,699 2,500

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名

1,199 3,699

補
正
理
由

エネルギー価格や食料品価格等の物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続を図るため、
価格高騰相当額を助成する

(補足）
令和7年度国補正に伴い県が実施する社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援補助金の市町村負担金

所管課

3 1 2 障害者福祉費 障害福祉サービス事業 社会福祉課

細事業名 社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 18
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

885 205,000 205,000 205,885

補
正
理
由

国民健康保険基金からの借入返済及び高額療養費貸付基金の廃止に伴う繰入分の地域福祉基金への積立
て

(補足）

補
正
内
容

□地域福祉基金積立金　　205,000千円

特
定
財
源

老人福祉総務費 老人福祉総務事業 高齢者福祉課

細事業名 老人福祉事務費 補正区分 追加 補正予算書ページ 18

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

3 2 1

款 項 目 目名 事業名 所管課
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

0 10,803 7,200 3,603 10,803

補
正
理
由

エネルギー価格や食料品価格等の物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続を図るため、
価格高騰相当額を助成する

(補足）
令和7年度国補正に伴い県が実施する社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援補助金の市町村負担金

補
正
内
容

□社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金　　10,803千円
　・対象施設　高齢者施設等
　・実施主体　県

特
定
財
源

15-2-1｢物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金｣　7,200千円（10,500千円のうち）

3 2 4 介護保険事業費 介護保険事業 高齢者福祉課

細事業名 社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 19

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

項 目 目名 事業名 所管課款
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

1,068,004 △ 14,857 △ 11,143 △ 3,714 1,053,147

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）
低所得者の保険料軽減分などにより生じる保険料収入の不足分

補
正
内
容

□保険基盤安定繰出金　△14,857千円

特
定
財
源

16-1-1｢後期高齢者医療保険基盤安定負担金｣　　△11,143千円

目名 事業名 所管課

3 2 6 後期高齢者医療事業費 後期高齢者医療療養給付等事務事業 市民生活課

細事業名 後期高齢者医療療養給付等事務事業 補正区分 減額 補正予算書ページ 19

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
理
由

エネルギー価格や食料品価格等の物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続を図るため、
価格高騰相当額を助成する

(補足）
令和7年度国補正に伴い県が実施する社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援補助金の市町村負担金

補
正
内
容

□社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金　　965千円
　・対象施設　子育て関連施設
　・実施主体　県

特
定
財
源

15-2-1｢物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金｣　800千円（10,500千円のうち）

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

0 965 800 165 965

款 項 目 目名 事業名 所管課

3 3 1 児童福祉総務費 児童福祉総務事業 子育て支援課

細事業名 社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 19
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

3 1 児童福祉総務費 児童福祉総務事業 子育て支援課

細事業名 児童福祉事務費 補正区分 追加 補正予算書ページ 19

補正前 補正額 計

25,466 300,000 300,000 325,466

国 県 地方債 その他 一般財源

3

補
正
理
由

補
正
内
容

特
定
財
源

今後の財政収支の見通しに基づく積立て

□きらきら子育てゆめ基金積立金　　300,000千円

款 項 目 目名 事業名 所管課
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補正額 計

1,077,203 63,019 61,250 618 1,151 1,140,222

国 県 地方債 その他 一般財源

補
正
理
由

特定教育・保育等に要する費用の額の算定に係る公定価格の引き上げに伴うもの
物価高騰の影響を受けている保育所等において、食事の質の確保や安定的な教育・保育の継続を支援す
るため、価格高騰相当額を助成するため
令和6年度施設型給付等事業費補助金について、国県支出金の返還が生じたため

①公定価格の改定公示が令和7年12月22日付けで公布され、令和7年人事院勧告に伴う国家公務員の給与
改定に準じ、算定の基礎となる職員の人件費を＋5.3％程度引き上げる改定が行われたため

補正前

3 3 2 教育･保育施設運営費 教育･保育施設運営事業 子育て支援課

細事業名 教育･保育施設運営事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 19

款 項 目 目名 事業名 所管課

補
正
内
容

□保育所運営費　63,010千円
　公定価格の引き上げによる給付費の増額　61,860千円
　　・教育･保育施設運営事業（管内・管外私立認可保育所）
　　・認定こども園運営事業（管内・管外私立認定こども園）
　　・私立幼稚園運営事業（管内・管外私立幼稚園）
　　・入所予約児童対策事業
　　・園児数増及び処遇改善加算分
　公定価格における運営継続支援臨時加算　1,150千円
　　・対象施設　保育所、認定こども園、事業所内保育事業所

□国県等支出金返還金　9千円

特
定
財
源

15-1-1｢子どものための教育・保育給付費負担金｣　61,250千円
16-1-1｢子どものための教育・保育給付費負担金｣　　 467千円
16-2-2｢施設型給付等事務費補助金｣　　　　　 　　  151千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

一般廃棄物処理事業 環境衛生課

5,100 215 815,764

補
正
理
由

新環境センター整備事業において、物価スライド条項の適用による負担金の見直しがあったため

款 項 目 目名 事業名 所管課

4 2 3 清掃センター費

特
定
財
源

22-1-3｢新環境センター整備事業｣　5,100千円

過疎債（特別枠）

補
正
内
容

□新環境センター整備事業負担金　5,315千円

細事業名 一般廃棄物処理事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 20

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

810,449 5,315

(補足）
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

款 項 目 目名 事業名 所管課

補正予算書ページ 20

補正前 補正額

特
定
財
源

16-2-4｢企業等農業参入推進事業費補助金｣　　 　　△ 5,000千円
16-2-4｢親元就農給付金事業費補助金｣　　　　 　　△ 2,250千円
16-2-4｢新規就農者経営発展支援事業費補助金｣　 　△13,575千円
16-2-4｢経営開始資金事業費補助金｣　　　　 　　　△ 1,875千円
16-2-4｢中山間地営農経営体強化対策事業費補助金｣ △ 2,176千円
16-2-4｢農業子育て応援事業費補助金｣　　　　　 　△ 2,237千円

担い手育成・確保事業 補正区分 減額

6 1 3 農業振興費 担い手支援事業 農業振興課

114,586 △ 34,813 △ 27,113 △ 7,700 79,773

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）
対象者の確定、実施主体の入札減などにより事業費の確定したもの

補
正
内
容

□企業等農業参入推進事業補助金　　　 　　△ 7,500千円
□親元就農給付金　　　　　　　　　　　 　△ 4,500千円
□新規就農者経営発展支援事業補助金　 　　△13,575千円
□経営開始資金事業補助金　　　　　　 　　△ 1,875千円
□中山間地営農経営体強化対策事業補助金 　△ 2,888千円
□農業子育て応援事業補助金　　　　　 　　△ 4,475千円

計
国 県 地方債 その他 一般財源

細事業名
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

款

補
正
理
由

事業費の確定による減額
県補助金の返還を行うため

(補足）
①補助対象者の確定、事業実施主体の入札減、事業取下げ等により事業費が確定したものについて減額
　②事業実施主体から市に対しての補助金返還は令和8年1月6日に完了済

その他 一般財源

92,240 △ 26,593

項 目 目名

細事業名 園芸産地整備事業 補正区分 減額 補正予算書ページ

△ 15,814 △ 10,779 65,647

21

補正前 補正額

事業名 所管課

6 1 4 園芸振興費 園芸振興事業 農業振興課

国 県 地方債
計

補
正
内
容

□おおいた園芸産地づくり支援事業補助金　△27,654千円
□中山間地域花木類導入促進事業補助金　　　 △208千円
□国県等支出金返還金　　　　　　　　 　　　1,269千円

特
定
財
源

16-2-4｢おおいた園芸産地づくり支援事業費補助金｣ △15,709千円
16-2-4｢中山間地域花木類導入促進事業費補助金｣　    △105千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
理
由

事業費の確定による減額
県補助金の返還を行うため

(補足）
①R7交付金交付額が確定したため不用額を減額する
②第5期(R2～6年度)交付金について、補助対象外と確認されたものについて各集落協定から返還を受
け、そのうち国県費分は県へ返還する

補
正
内
容

□中山間地域等直接支払交付金　　　　　　△76,609千円
□国県等支出金返還金　　　 　　　　　　　　3,096千円

特
定
財
源

16-2-4｢中山間地域等直接支払交付金｣　△57,456千円
21-5-1｢中山間地域等直接支払返還金｣ 　　4,127千円

計
国 県 地方債 その他 一般財源

419,466 △ 73,513 △ 57,456 4,127 △ 20,184 345,953

細事業名 中山間地域等直接支払交付金 補正区分 減額 補正予算書ページ 21

補正前 補正額

事業名 所管課

6 1 6 中山間地域等直接支払事業費 中山間地域等直接支払事業 農業振興課

款 項 目 目名
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
理
由

国の補正予算に伴い、事業規模が増大したため
事業費の確定による減額

(補足）

補
正
内
容

□県営農業水利施設保全合理化事業負担金　24,183千円
　・18地区
□県営ため池等整備事業負担金　　  　　 　7,205千円
　・8地区
□県営経営体育成基盤整備事業負担金 　 　31,493千円
　・3地区

特
定
財
源

13-1-2｢県営農業水利施設保全合理化事業分担金｣　　   4,853千円
13-1-2｢県営経営体育成基盤整備事業分担金｣　　　　　13,132千円
13-1-2｢県営中山間地域総合整備事業分担金｣　　　 　  △252千円
22-1-4｢県営農業水利施設保全合理化事業負担金｣　 　 20,500千円
22-1-4｢県営ため池等整備事業負担金｣　　   　  　　 18,200千円
22-1-4｢県営経営体育成基盤整備事業負担金｣　　 　　 19,000千円

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

6 3 1 農地費

201,823 62,881 57,700 17,733 △ 12,552 264,704

農業農村整備事業 農林整備課

細事業名 県営等土地改良事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 21

款 項 目 目名 事業名 所管課
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

16-1-3｢地籍調査事業費負担金｣　193,515千円

国 県 地方債 その他 一般財源

88,668 257,611 193,515 64,096 346,279

款 項 目 目名 事業名 所管課

6 3 2 地籍調査費 地籍調査事業 農林整備課

細事業名 地籍調査事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 22

補正前 補正額 計

補
正
理
由

国の補正予算に伴い、令和8年度予定事業を前倒しで実施するため

(補足）
国補正予算の配分に対して要求を行い、前倒しで予算確保するため。実施が令和８年度中となるため繰
越明許

補
正
内
容

□測量設計調査委託料　257,611千円
　調査地区（工程）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　換算 / 計画面積
　　　朝地町池田②（ＦⅡ－２，Ｇ，Ｈ）　　　　　　　　  0.25 /  1.09
　　　大野町杉園①（ＦⅡ－２，Ｇ，Ｈ）　　　　　　　　  0.26 /  1.13
　　　千歳町石田②（ＦⅡ－２，Ｇ，Ｈ）　　　　　　　　  0.24 /  1.04
　　　三重町向野③（Ｃ，Ｅ，ＦⅠ，ＦⅡ－１）　　　　　  0.59 /  0.76
　　　清川町宇田枝②（Ｃ，Ｅ，ＦⅠ，ＦⅡ－１）　　　　  0.75 /  0.98
　　　朝地町池田③鳥田⑤（Ｃ，Ｅ，ＦⅠ，ＦⅡ－１）　　  1.05 /  1.36
　　　三重町奥畑④⑤⑥（基礎資料作成工程・航測法）　　  3.35 /  6.70

特
定
財
源
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

37,820 29,000 29,000 66,820

補
正
理
由

県の再造林整備事業の追加のため

(補足）
大分県議会12月補正により県補助金確保により

補
正
内
容

□造林事業補助金　　　　　29,000千円

特
定
財
源

森林等整備事業 農林整備課

細事業名 造林事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 22

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名 所管課

6 4 2 林業振興費
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

款 項 目 目名 事業名 所管課

7 1 2

補
正
理
由

国の通知により、地方創生推進交付金を活用した令和8年度実施予定の継続事業について、令和7年度に
前倒しして交付されることとなったため

(補足）
国から地域未来交付金の財源の配分方針が示され、継続事業については原則年度内交付決定となり、こ
のことからR7予算化が必要となった。（国が暫定予算となる見込みであることや、R7の本交付金の執行
率が低いことが理由のようである）※原尻の滝の工事はR8予算で国に要望中（認められなければ3月補正
に追加上程する･･･この場合起債が打てないが）

商工振興費

補
正
内
容

□関係人口交流拠点施設指定管理委託料　30,000千円
□起業型地方創生人材支援事業補助金　　 1,400千円
□共創型地域連携支援事業補助金　　　　　 400千円

商工業振興事業 商工観光課

細事業名 商工業推進事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 23

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

663,439 31,800 10,306 21,494 695,239

特
定
財
源

15-2-1｢地方創生推進交付金｣　10,306千円（11,087千円のうち）
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

399,000 △ 154,000 △ 94,864 △ 54,600 △ 4,536 245,000

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）
・中津無礼橋上部工新設工事請負費、契約額155,100千円－R7年度前払分25,100千円＝△130,000千円
・トンネル補修工事費が国庫補助対象とならなかったため、△24,000千円

補
正
内
容

□道路ストック補修工事請負費　△154,000千円

特
定
財
源

15-2-4｢道路メンテナンス補助金｣　△94,864千円
22-1-5｢市道補修事業｣　　　　　　Δ54,600千円

細事業名 道路ストック点検補修事業 補正区分 減額 補正予算書ページ 23

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名 所管課

8 2 2 道路維持費 市道維持管理事業 建設課
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

款 項 目 目名 事業名 所管課

8 2 3

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）
債務負担行為設定路線については、年度内出来高見込額に対する出来高減少による減。
不用額に関しては、主に調査設計監理委託の外注計画を直営で実施及び立木伐採実施費減少による減。

道路新設改良費

補
正
内
容

□立木伐採委託料         　 　　　△9,225千円
□調査設計監理委託料　　　 　　　△14,234千円
□道路橋梁新設改良工事請負費　　△133,082千円
□土地等購入費　 　　　  　　　　　 △400千円

一般財源

595,357 △ 156,941 △ 44,800 △ 106,600 △ 5,541 438,416

道路橋梁新設事業 建設課

細事業名 道路橋梁新設事業 補正区分 減額 補正予算書ページ 24

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他

特
定
財
源

15-2-4｢社会資本整備総合交付金｣    △44,800千円（△45,062千円のうち）
22-1-5｢市道改良事業｣　　　    　 △106,600千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

40,900 3,400 3,400 44,300

補
正
理
由

事業費の確定による増額

(補足）

補
正
内
容

□急傾斜地崩壊対策事業負担金　3,400千円

特
定
財
源

細事業名 県営急傾斜地崩壊対策事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 24

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名 所管課

8 3 1 河川総務費 急傾斜地崩壊対策事業 建設課
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

款 項 目 目名 事業名 所管課

10 1 2

補
正
理
由

今後の財政収支の見通しに基づく積立て

(補足）

事務局費

補
正
内
容

□教育未来ゆめ基金積立金　　200,000千円

教育委員会事務局事業 学校教育課

細事業名 基金運営管理事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 24

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

863 200,000 200,000 200,863

特
定
財
源
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

290,633 △ 101,108 △ 70,800 △ 30,308 189,525

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）

補
正
内
容

□調査設計監理委託料　　　　　　　　 　　　△2,300千円
□駐車場整備工事請負費　　　　　　　　　　△57,497千円
□市道大原競技場線ほか歩道設置工事請負費　△17,053千円
□庁用器具費　　　　　　　　　　　　　　　△18,228千円
□移転補償費　　　　　　　　　 　　　　　　△6,030千円

特
定
財
源

22-1-7｢多機能型武道場整備事業｣　△70,800千円

細事業名 多機能型武道場整備事業 補正区分 減額 補正予算書ページ 25

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名 所管課

10 6 2 スポーツ施設整備事業 社会教育課体育施設費
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

款 項 目 目名 事業名 所管課

11 1 1

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）
・令和7年災害[現年]の査定が終了し、国庫補助対象件数が確定し、補助率増高申請により、各工種の補
助率の算出ができたため予算の補正及び財源更正。さらに測量･設計の委託料について一部補助対象と
なったため合わせて財源更正（査定件数　農地：5件･施設：6件）　11件　（12工区）
・令和6年災害[過年災]の事業費が確定したため予算の減額（件数　農地：50件･施設：2件）

農業用施設災害復旧費

補
正
内
容

□災害測量設計委託料  　　　　　　　　 　　　△4,478千円
□補助率増高申請図面作成業務委託料　　 　　    △333千円
□農業用施設災害復旧工事請負費 　　　　　　 △30,000千円
□農業用施設災害復旧工事請負費（過年災） 　 △92,756千円

農業用施設災害復旧事業 農林整備課

細事業名 農業用施設災害復旧事業 補正区分 減額 補正予算書ページ 25

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

334,899 △ 127,567 △ 65,444 △ 26,192 △ 35,931 207,332

特
定
財
源

13-1-4｢農地農業用施設災害復旧事業分担金｣　　　   　  △6,092千円
13-1-4｢農地農業用施設災害復旧事業分担金(過年災)｣　  △20,100千円
16-2-8｢耕地災害復旧事業費補助金｣　　　            　△12,658千円
16-2-8｢耕地災害復旧事業費査定設計委託費等補助金｣       2,550千円
16-2-8｢耕地災害復旧事業費補助金(過年災)｣　        　△55,336千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

40,000 △ 35,300 △ 15,000 △ 13,500 △ 6,800 4,700

補
正
理
由

事業費の確定による減額

(補足）
８月豪雨災害及び台風15号災害の被災を受けたが災害復旧申請を行うほどの大きな災害がなかっため減
額
年度内も積雪等の恐れもあることから崩土除去作業委託料は現予算

補
正
内
容

補正予算書ページ 25

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名 所管課

11 1 2 林業用施設災害復旧費 林業用施設災害復旧事業 農林整備課

□消耗品費       　　　　　　　　　  △50千円
□災害測量設計委託料  　　　　　　△5,000千円
□林業用施設災害復旧工事請負費   △30,000千円
□立木等補償費     　　   　　　　　△250千円

特
定
財
源

16-2-8｢林道災害復旧事業費補助金｣　　△15,000千円
22-1-8｢現年発生林道災害復旧事業｣　　△13,500千円

細事業名 林業用施設災害復旧事業 補正区分 減額
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